9月議会へ⑤　ゲリラ豪雨災害にどう対応するか
　地球温暖化の影響などで、雨の降り方に変化が生じている。１時間の降水量が50mmを超える豪雨が増加傾向にあり、土砂災害の発生件数も過去10年間の平均で1000件を上回っている。気候変動による災害続発にどう対応するか。被害が甚大化する集中豪雨や土砂災害の現状にどう対応し、住民の生命と財産をどのように守っていくか。地方自治体に課せられた喫緊の課題である。

　気象庁が今年６月末に発表した「気候変動監視レポート2009」に寄れば、全国約1300カ所にある地域気象観測所が観測した１時間降水量５０ミリメートル以上の豪雨の年間発生回数は、1976年から86年までの平均で160回だったのに対して、98年から2009年までの平均は233回に急増している。

　また、１日に降る雨の量が400ミリメートル以上となるケースも、同期間の比較で年間平均4.7回から9.8回に倍増。豪雨の発生回数は、明らかに増えている。

　並行して増加傾向にあるのが、がけ崩れや土石流などの土砂災害である。国土交通省の調査によれば1999年から2008年までの10年間に起きた土砂災害は、年間平均で1000件を上回る1051件。それ以前の20年間（1979年から98年まで）の発生件数（年間平均880件）と比べると、約1.2倍に増えている。

　同省は「気候変動の激化に伴い、近年の土砂災害は増加・激甚化」の傾向にあると指摘しており、今後も地球温暖化が進行すれば、この傾向が継続すると予想している。

　頻発する土砂災害に対し、地方自治体の対応は遅れている。国交省によれば、土砂災害の危険個所は全国に約52万カ所（1613市町村）もあるが、土砂災害防止法に基づく都道府県知事による警戒区域への指定状況は、6月30日時点で約18万カ所（910市町村）にとどまっている。

　また同法では警戒区域に指定された場合、市町村長が住民に避難場所などを周知するために、土砂災害ハザードマップ（災害予測図）を配布しなければならないと定められているが、実際に対応できている自治体は少ない。

　2009年8月31日時点の調査では、警戒区域がある814市町村のうち、ハザードマップを作成しているのは264市町村。作成率は約32％にとどまっている。

　災害発生時に発令する避難勧告などの具体的な発令基準が定められていない自治体もある。

　消防庁の調査（09年11月1日時点）によれば、土砂災害が想定される1636団体（市区町村）のうち、発令基準を策定しているのは678団体で全体の41.4％。策定中とした728団体を加えても85.9％となっている。被害を最小限に抑えるためにも、自治体の積極的な対応が求められている。

　また、最近は山が岩盤部分から大規模に崩れる「深層崩壊」による被害も目立ってきました。深層崩壊とは、厚さ0.5～2.0mの表土層が崩れる表層崩壊とは異なり、表土層の下の岩盤までもが同時に崩れる現象で大きな土砂の塊が崩れるためにスピードが速く、広範囲に土砂が流れるのが特徴です。

　長年の風化などで、岩盤がもろくなったところに豪雨や地震などが発生すれば、深層崩壊が起きる可能性があるという。ひとたび起きれば規模が大きいだけに、被害が甚大になる可能性が高い。近年、豪雨が増加傾向にあることから、深層崩壊の発生も目立ってきています。

　深層崩壊の被害を防ぐためには、発生の危険がある場所や崩壊する土砂の規模などをあらかじめ調査しておくことが重要です。

　近年は、１時間の降水量が１００ミリメートルを超える集中豪雨も増えている。局地的に襲う「ゲリラ豪雨」という言葉が一般的になり、「私の地域は大丈夫だろうか」と国民には不安の声が高まっている。早急にハード、ソフトの両面から、具体的な対策を進めていかなければならない。現在、多くの地方自治体は１時間あたり５０ミリメートルの降水量を目安として治水整備を進めているが、果たしてこのままでいいのか。「５０ミリ基準」の見直しを検討すべきだ。

　また、災害が起きたときの情報伝達体制、避難システムなどの対処マニュアルや、平時から住民に危険を知らせるハザードマップの整備ができているかどうか、さらには、それらが「ゲリラ豪雨」などを想定したものになっているかどうかなどを調査する必要がある。

（1）わが地方の近年の気候変動の実態、それに伴う土砂災害について伺う

（2）土砂災害ハザードマップ、それに伴う発令基準について伺う。またそれらはゲリラ豪雨などを想定したものになっているか伺う

⇒7/15岐阜県可児市の可児川では死者1人と2人が行方不明になったまま。この可児川では上流は整備が完了しており、川幅が急激に狭くなる下流の堤防未整備区域ではんらんが発生・河川整備の進め方が疑問視されている。

　また、設置されていた水位計は県と市でそれぞれ2ヶ所。しかし、県の1ヶ所は落雷で故障、市の水位計も1ヶ所は電池切れで作動していなかった。日常のメンテナンスのあり方が問われている。

⇒7/15におこった岐阜県八百津町で一家3人が死亡した土砂崩れでは勧告発令の指針となる町のマニュアルは6月に策定されたばかりで、ぶっつけ本番だった。

⇒洪水ハザードマップは2005年に改正され全1750市区町村のうち大規模河川流域の約1300市町村が義務付けられたが、対象は外水氾濫だけで、内水氾濫（雨水の排水がうまくできず、下水道や側溝などがあふれる）を反映したマップを作った自治体は7％の121市区町村にとどまっている。

⇒近年の洪水では、ハザードマップと実際の被害が食い違う事態が各地で起きている。①08/8の豪雨で3365戸が浸水、2人の死者を出した愛知県岡崎市の場合、浸水被害を受けた住宅の半分は市作成のハザードマップでは洪水の心配がないとされた「シロ」区。②09/7の豪雨で265戸が浸水した福岡市城南区でもハザードマップで「シロ」。

（3）我がまちの「深層崩壊」の発生の危険がある場所や規模などの調査について伺う。

（4）河川行政、治水整備は「50ミリ基準」で行われているが、見直す考え方について伺う
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